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【参考】「カーボンリサイクル・次世代火力発電等技術開発」事業一覧*

＊一部抜粋
◇中間評価、◆事後評価

8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025

１）次世代ガス化システム技
術開発（委託）

２）燃料電池向け石炭ガスク
リーンナップ技術要素研究
（委託）

３）ガスタービン燃料電池複
合発電技術開発（委託）

４）燃料電池石炭ガス適用性
研究（委託）

５）ＣＯ２分離型化学燃焼石炭

利用技術開発（委託）

６）石炭火力の負荷変動対応
技術開発（委託）

７）ＣＯ２有効利用技術開発

（委託）

８）ＣＯ₂分離・回収型ポリジェ
ネレーションシステム技術開
発（委託）

９）機動性に優れる広負荷帯
高効率ガスタービン複合発電
の要素研究（委託）

年度（西暦）

研究開発項目①
石炭ガス化燃料電池複合発電実
証事業
１）酸素吹ＩＧＣＣ実証（１／３助成）

２）ＣＯ２分離・回収型酸素吹ＩＧＣＣ

実証（２／３、１／３助成）

３）ＣＯ２分離・回収型ＩＧＦＣ実証（１

／２助成）

研究開発項目②
高効率ガスタービン技術実証事業
１）１７００℃級ガスタービン（１／２
助成）
２）高湿分空気利用ガスタービン
（ＡＨＡＴ）（２／３助成）

研究開発項目③
先進超々臨界圧実用化要素火力
発電技術開発
（２／３助成）

研究開発項目④
次世代火力発電基盤技術開発

研究開発項目⑤

ＣＯ２回収型次世代IGCC技術開発

（委託）

ＣＯ２分離・回収型酸素吹ＩＧＣＣ実証

ＣＯ２分離・回収型ＩＧＦＣ実証

※

1 実証機の設計・製作・試運転

※

1

ＣＯ２回収型次世代ＩＧＣＣ技術開発

基盤

技術

基盤技術開発

基盤技術開発

基盤技術開発

※

酸素吹

ＩＧＣＣ実証

ＡＨＡＴ

実証

※1

※1

※1

※

2

※1
Ａ-ＵＳＣ実証

※

2

※

2

※

2

基盤技術

開発

2018年度以降は研究開発項目⑤へ統合

基盤技術開発

2018年度以降は新規公募にて研究開発項目④８）で実施

基盤技術

開発

基盤技術開発

基盤技術開発
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１．事業の位置付け・必要性 （１）事業の目的の妥当性

◆事業実施の背景と事業の目的

事業の目的
石炭火力発電の効率向上、効率的なCO2回収システム

によるCO2排出量の抑制

CO2を約100%回収しつつ高効率を達成する
CO2回収型次世代IGCC技術を開発

社会的背景
温暖化対策は世界的課題

高効率発電技術と効率的なCO2回収システムによる
CO2排出量削減の必要性
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１．事業の位置付け・必要性 （１）事業の目的の妥当性

◆政策的位置付け（その１）

4出典：経済産業省 次世代火力発電の早期実現に向けた協議会、「次世代火力発電に係る技術ロードマップ」（2016年6月）

次世代火力発電に係るロードマップ

５．2030年度に向けた取組の中心となる石炭、LNG火力に関する方針
・2030年度に向け、石炭火力、ＬＮＧ火力それぞれで設備の新陳代謝による高効率化が必要
エネルギーミックスでは、石炭火力、ＬＮＧ火力について、高効率化を進めつつ環境負荷の低減と両立しながら
活用する方針を提示している。

６．2030年度以降を見据えた取組に係る技術に関する方針
・ＣＣＵＳ技術及び水素発電技術は、火力発電からのＣＯ２排出量をゼロに近づける切り札と
なり得るものであり長期的視点を持ちつつ戦略的に推進

・ＣＣＵＳ技術の開発方針

ＣＯ２分離回収技術は、2020年代後半から2030年頃に経済的な回収技術を確立
ＣＣＵＳが実際に実用化されるためには、前提として経済的なＣＯ２分離回収技術の確立が不可欠である。従来
技術では、ＣＯ２回収設備の設置・稼働が発電コストを相当押し上げ、また、設備の稼働による電力消費が全体
の発電効率を低下させることから、貯留の点を除いても経済性の面で相当の課題がある。
そのため、当面は、複数の技術開発を並行して継続し、2020年代後半から2030年頃にかけて、経済的な回収技術
を確立させることを目指す。

８．個別技術の開発方針 -2030年度以降を見据えた取組に係る技術
クローズドＩＧＣＣ
ＣＯ２分離回収に最適化した発電方式（ＩＧＣＣ）。当面、要素技術の開発を継続する。／今後、他の競合技術
との優位性を精査しつつ、さらなる開発を進める。



１．事業の位置付け・必要性 （１）事業の目的の妥当性

5出典：経済産業省 次世代火力発電の早期実現に向けた協議会、「次世代火力発電に係る技術ロードマップ」（2016年6月）

◆政策的位置付け（その２）
次世代火力発電に係るロードマップ



１．事業の位置付け・必要性 （１）事業の目的の妥当性
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革新的環境イノベーション戦略
2050年までにCO2分離回収コスト1,000円/t-CO2を目指し技術開発を行う。

様々なCO2排出源に対応する分離回収能力を獲得することを目指す。

（参考５）イノベーションによるコスト削減 CO2分離回収の例

出典：統合イノベーション戦略推進会議決定、「革新的環境イノベーション戦略」（2020年1月）

◆政策的位置付け（その３）



１．事業の位置付け・必要性 （１）事業の目的の妥当性

◆技術戦略上の位置付け（その１）

7

CO2回収関連技術の開発の見通し



１．事業の位置付け・必要性 （１）事業の目的の妥当性
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カーボンリサイクル技術ロードマップ
• CO2を資源として捉え、これを分離・回収し、鉱物化や人工光合成、メタネーション

による素材や燃料への再利用等とともに、大気中へのCO2排出を抑制していく。
• CO2回収を容易にするためのプロセス技術として、クローズドIGCCの開発を進める。

出典：経済産業省、「カーボンリサイクル技術ロードマップ」（2019年6月）

◆技術戦略上の位置付け（その２）



◆本プロジェクトの概要と経緯
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■次世代ガス化技術開発
（2015～2018年度）

<概要>
GT排熱で作った水蒸気で石炭の一部をガス化すれ

ば、酸素供給量が低減され、送電端効率が向上する
可能性がある。
<2018年度目標（最終目標）>

水蒸気添加ガス化により既存IGCCを凌ぐ高効率石
炭ガス化発電システムの見通しを得る（得た）。

■CO2回収型クローズドIGCC技術開発
（2015～2019年度）フェイズ1:2008～2014年度

<概要>
IGCCの排ガスを再循環しガス化剤やGT燃焼器の希釈

剤などに用いれば、CO2回収後も高い効率を維持できる。
<2019年度目標（最終目標）>

送電端効率42%HHVを見通すための要素技術を確立す
る（した）。

■CO2回収型次世代IGCC技術開発（2015～2020年度）

<2020年度目標（最終目標）>
両技術の相乗効果として、CO2回収型クローズドIGCCの目標効率から更に0.5ポイント程度の向上の見通しを得る。

統合・延長

中間評価結果を踏まえ、2018年度から統合

１．事業の位置付け・必要性 （１）事業の目的の妥当性
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CO2回収型クローズドIGCCの概要

O2/CO2ガス化、乾式ガス精製、セミクローズドＧＴの採用により、
CO2を約100％回収後も送電端効率42%の高い効率が期待できる

ガ
ス
化
炉

酸素

CO2

石炭

GT ST G 電力
合成
ガス

CO: 66%
H2: 24%
CO2: 5%

Comb.

酸
素 CO2循環

Comb.:燃焼器
GT: ガスタービン
ST: 蒸気タービン
G: 発電機
HRSG：排熱回収ボイラ

CO2循環

乾
式
精
製

HRSG
CO2搬送

１．事業の位置付け・必要性 （１）事業の目的の妥当性
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従来システムとの発電効率の比較

１．事業の位置付け・必要性 （１）事業の目的の妥当性

CO2回収型クローズドIGCCは、CO2を約100％回収しつつ、送電端効率42%の
高い効率が期待できる。

ゼロエミッション型の石炭火力発電の実現に向けた有望なシステム。

CO2回収型
クローズドIGCC

従来型CO2回収型
IGCC

出典：NEDO成果報告書
「CO2回収型次世代
IGCC技術開発」
（2008～2014年度）1,500℃級GT1,300℃級GT

Pre-combustionシステムは
蒸気抽気等で発電端効率が低下

シフト反応器等への
蒸気抽気による

発電端効率
の低下はない

発 送 発 送 発 送 発 送 発 送
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次世代ガス化（水蒸気添加ガス化）の概要

水蒸気添加ガス化による冷ガス効率向上、送電端効率向上

酸素
酸素側

空気側

高温酸素透過膜空気 石炭

生成ガス

水蒸気

噴流床ガス化

１．事業の位置付け・必要性 （１）事業の目的の妥当性
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シフト反応器やCO₂回収装置が不要

蒸気系からガス化剤として抽気

CO2回収型次世代IGCCの概要

（参考）従来型CO₂回収型IGCC

CO2回収型クローズドIGCCに水蒸気添加ガス化を適用することにより、
送電端効率の更なる向上が期待できる

１．事業の位置付け・必要性 （１）事業の目的の妥当性
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シフト反応器やCO２回収装置が不要になることに加え

ガス化

O2/CO2ガス化、水蒸
気添加ガス化による
ガス化性能の向上

ガス精製

乾式ガス精製システムの
採用による効率向上

ＧＴ燃焼

セミクローズドＧＴの採用
による効率改善

CO2回収型次世代IGCCの概要

１．事業の位置付け・必要性 （１）事業の目的の妥当性



◆国内外の研究開発の動向と比較（その１）

１．事業の位置付け・必要性 （１）事業の目的の妥当性
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超臨界CO2サイクル発電システム（Allam Cycle）

米国では超臨界CO2サイクル発電システムであるAllam Cycleの開発に取組んでいる。

＜開発動向＞
2009年～：8 RiversにてAllam Cycleの開発に着手
2010年：実証機向けの設計に着手
2013年1月：5MWth燃焼器の運転を開始
2016年3月：テキサス州で25MWe実証機（天然ガス焚き）の建設開始（試運転まで含めて$140mil.のプログラム）
2016年11月1日：東芝からタービン・燃焼器を出荷
2017年5月24日：タービン・燃焼器含む機器の建設工程を90%完了。フル負荷運転前の予備試験を実施。
2018年5月：25MWe実証機（天然ガス焚き）の燃焼試験開始（First-fire）
2022年：300MW級商用機（天然ガス焚き）のPre-FEEDを終え、2022年の初並列を目指し、調整中。

＜主な特徴＞
CO2回収設備が不要であり，シンプルなサイクル
ほぼ100%のCO2を回収し、直接地中貯留が可能
NOx、 SOxの同時除去技術を採用

ベースとなる基本コンセプトの研究開発が天然ガスを用
いて進められており、動向を注視する必要がある。
CO2回収型クローズドIGCCでは石炭を燃料としており、
ガス化、ガス精製技術に注力。
Allam Cycleのガスタービン技術が活用できれば以降の
開発の効率化が図れる。



◆国内外の研究開発の動向と比較（その２）

１．事業の位置付け・必要性 （１）事業の目的の妥当性
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酸素燃焼CO2回収技術（微粉炭石炭火力発電）

• 酸素とCO2で石炭を燃焼し、ボイラ排ガスの主成分をCO2として、CO2を回収する技術。

• 排ガス中のCO2濃度は約90％以上となり、また、ガス量が約1/5に削減される。

• 排ガスはそのままCO2圧縮・回収ができる（CO2分離回収装置が不要）。

酸素燃焼例 カライドA発電所4号機（豪州）
(出典：カライド酸素燃焼プロジェクトホームページより）

出典：カライド酸素燃焼プロジェクトプレスリリース資料2015.3.2

ボイラ
排煙
処理

圧縮
石炭

酸素

CO2

CO2

貯留



１．事業の位置付け・必要性 （2）NEDOの事業としての妥当性

◆NEDOが関与する意義

17

「CO2回収型次世代IGCC」は、O2/CO2ガス化、水蒸気添加、及び乾式

ガス精製などを適用することにより、CO2を約100％回収しても高い発電

効率が期待できる。⇒社会的必要性が高い。

火力発電設備メーカーの海外競争力強化に貢献できる。

研究開発の難易度が高く、実用化までのリードタイムが長いことから、

民間企業だけではリスクが高い。

NEDOは、大崎クールジェンプロジェクトなどのIGCC技術開発に関する

知見・実績が豊富であり、マネジメント力を活かした産学連携により、

事業を推進できる。

ＮＥＤＯがもつこれまでの知識、実績を活かして推進すべき事業



◆実施の効果（費用対効果）（その１）

１．事業の位置付け・必要性 （2）NEDOの事業としての妥当性
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石炭火力は2019～2040年にかけて世界全体で約687GW新設（リプレース含む）され
（31.2GW/年）、うちアジア・大洋州が約547GW増加（24.9GW/年）と新設容量の約８０％
を占める見込み。

全体：1100万kW/年
石炭：440万kW/年

全体：1000万kW/年
石炭：400万kW/年

全体：3100kW/年
石炭：1240万kW/年

全体：9000万kW/年
石炭：3600万kW/年

全体：1700万kW/年
石炭：680万kW/年

北米(OECD)

南米(ラテンアメリカ)

欧州(OECD) 東欧・ロシア・CIS

中東・アフリカ

全体：3200万kW/年
石炭：1280万kW/年

上段：①：2016～2030の発電設備容量増加量の推算
※IEA「World Energy Outlook 2008」より

下段：②：①×0.4=石炭火力発電の設備容量増加量

アジア・大洋州

全体：1100万kW/年
石炭：440万kW/年

全体：1000万kW/年
石炭：400万kW/年

全体：3100kW/年
石炭：1240万kW/年

全体：9000万kW/年
石炭：3600万kW/年

全体：1700万kW/年
石炭：680万kW/年

北米(OECD)

南米(ラテンアメリカ)

欧州(OECD) 東欧・ロシア・CIS

中東・アフリカ

全体：3200万kW/年
石炭：1280万kW/年

上段：①：2016～2030の発電設備容量増加量の推算
※IEA「World Energy Outlook 2008」より

下段：②：①×0.4=石炭火力発電の設備容量増加量

全体：1100万kW/年
石炭：440万kW/年

全体：1000万kW/年
石炭：400万kW/年

全体：3100kW/年
石炭：1240万kW/年

全体：9000万kW/年
石炭：3600万kW/年

全体：1700万kW/年
石炭：680万kW/年

北米(OECD)

南米(ラテンアメリカ)

欧州(OECD) 東欧・ロシア・CIS

中東・アフリカ

全体：3200万kW/年
石炭：1280万kW/年

上段：①：2016～2030の発電設備容量増加量の推算
※IEA「World Energy Outlook 2008」より

下段：②：①×0.4=石炭火力発電の設備容量増加量

アジア・大洋州

上段：発電設備全体の新設容量（GW/年）

下段：石炭火力の増加新設容量（GW/年）

※｢World Energy Outlook 2019｣に記載の2019年～2040年
の新設容量を基に１年あたりの新設容量を想定した。

全体：53.0GW/年

石炭： 2.6GW/年

全体：12.0GW/年

石炭：1.5GW/年

全体：38.9GW/年

石炭：1.8GW/年
全体：217.8GW/年

石炭：24.9GW/年

全体：49.1GW/年

石炭：0.2GW/年

全体：14.3GW/年

石炭：0.3GW/年



◆実施の効果（費用対効果）（その２）

１．事業の位置付け・必要性 （2）NEDOの事業としての妥当性

19

国内ターゲット市場

・2040年以降の本格導入を想定し、リプレース需要（1.5GW/年）の内、1/6についてCO2回収型

次世代IGCCが導入されると試算すると、経済効果は約700億円/年となる。

※コスト等検証委員会で提示された2030年の石炭火力建設単価28.75万円/kWをベースに試算

（1.5GW/年 × 1/6 × 28.75万円/kW ＝ 約700億円/年）

・従来型CO2回収型IGCC（送電端効率40％）と比較し、CO2回収型次世代IGCC（送電端効率

42.5％）は発電効率が約2.5ポイント向上するため、1基（540MW級、3,400t/日）あたりの燃料費

を約6％（約4億円/年）削減できる。

※一般炭CIF価格 8,450円/t (2020年6月)をベースに試算

（3,400t/日 × 365日/年 ×0.7(稼働率) × 8,450円/t × 0.06 ＝ 約4億円/年 ）

海外ターゲット市場

・2019年～2040年にかけて世界全体で687GWが新設（リプレース含む）され、その内、産炭国

の多いアジア・大洋州では24.9GW/年の見込み。

・海外への展開時期は2050年代以降となるものの、上記の24.9GW/年をベースに、その内1/6

についてCO2回収型次世代IGCCが導入されると試算すると、経済効果は約1.2兆円/年となる。

※「World Energy Outlook2019」に記載の2019～2040年の新設容量を基に試算

プロジェクト費用の総額（6年間）：約４４億円



◆実施の効果（費用対効果）（その３）

１．事業の位置付け・必要性 （2）NEDOの事業としての妥当性
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CO2削減効果の試算（国内想定）

現行USCとの発電効率（送電端効率，HHV以下同)およびCO2排出量の比較

発電効率
kWhあたりの
CO2排出量

CO2排出量※2 CO2

削減量
CO2

削減割合

現行USC 40% 0.82kg/kWh 250万t/年 ベース ベース

IGCC（1,500℃級） 46% 0.71kg/kWh 218万t/年 32万t/年 約13%

IGCC（水蒸気添加ガス化） 48%※1 0.68kg/kWh 208万t/年 42万t/年 約17%

発電効率
kWhあたりの
CO2排出量

CO2排出量※2 CO2

回収量
CO2

削減割合

従来型CO2回収型IGCC 40% 0.08kg/kWh 25 万t/年 225 万t/年 約90%

CO2回収型次世代IGCC 42.5% 0 kg/kWh 0 万t/年 240 万t/年 約100%

※1： 水蒸気添加による効果のみを考慮。乾式ガス精製および酸素製造の高効率化による効果は含まず。
※2： 500MWに適用された場合の排出量を試算

500MW×8,760時間×0.7（稼働率）＝3,066,000 MWh／年
現行USC： 3,066,000,000 kWh／年×0.82kg/kWh＝2,514,120 t-CO2/年≒250万ｔ/年



◆事業の目標

２．研究開発マネジメント （１）研究開発目標の妥当性
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最終目標（2020年度）
CO2回収型クローズドIGCCについては、2019年度までに送電端効
率42%（高位発熱量基準）を見通すための要素技術を確立する。
次世代ガス化システムについては、2018年度までに既存のIGCC
（1500℃級GTで送電端効率46～48％）を凌駕する高効率石
炭ガス化発電システムの見通しを得る。
両技術の相乗効果として、2020年度までにCO2回収型クローズド
IGCCの目標効率から更に0.5ポイント程度の向上の見通しを得る。

【目標設定根拠】
• 現時点の主力石炭火力USCの送電端効率42％を目標効率とし
て設定し、CO2回収後も維持できることを目標として定めた。

• IGCCでは、ガス化炉への水蒸気注入により送電端効率が向上する
可能性があるため、既存IGCCの送電端効率46～48%を凌駕で
きることを目標として定めた。



◆研究開発のスケジュールと費用

２．研究開発マネジメント （２）研究開発計画の妥当性

研究開発項目 2015 2016 2017 2018 2019 2020
◇

中間評価
◆

事後評価

クローズ

ドIGCC

①O2/CO2ガス化

実証と設計指針

の確立

③炭種適合性評

価ツールの構築

④乾式ガス精製

システムの構築

⑤システム全体

検討

次世代

ガス化

②水蒸気添加に

よる冷ガス効率

向上効果の検証

3TPD炉 設備改造 ガス化試験

50TPD炉 設備改造 ガス化試験

相乗効果評価

設計指針とりまとめ

3TPD炉 設備改造 3TPD炉 試験（水蒸気添加）

リダクタ炉 設計・製作 リダクタ炉 試験（ﾀｰﾙ挙動把握、相乗効果把握）

商用規模ガス化炉 数値解析

スート生成モデル組込みと3TPD解析による検証 炭種拡大 相乗効果評価

スラグ排出性評価ツール改良 高精度化

50TPD炉用試験設備の製作 性能評価試験

3TPD炉用試験設備の製作 高圧脱硫試験評価 水蒸気添加影響評価

装置解体調査

試験装置製作 実ｽｹｰﾙ燃焼器性能解析 設計指針とりまとめGT燃焼器基礎燃焼試験

単一バーナ試験装置による排気循環燃焼試験

諸検討結果の次世代IGCC全体システムへの反映、効率・コスト評価

総額 2015 2016 2017 2018 2019 2020

4,434 382 1,627 952 504 684 285

（単位：百万円）

22



◆研究開発の実施体制（その１）
２．研究開発マネジメント （３）研究開発の実施体制の妥当性
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NEDO

(一財)電力中央研究所 三菱日立ﾊﾟﾜｰｼｽﾃﾑｽﾞ㈱

委託 委託

三菱重工業㈱

委託

九州大学 福岡大学 名古屋大学 愛媛大学 福岡女子大学

プロジェクトリーダー（PL）
(一財)電力中央研究所
牧野 尚夫

指示

協議

再委託

CO2回収型クローズドIGCC技術開発 （2015～2017年度）

NEDO

(一財)電力中央研究所
委託

九州大学 名古屋大学 (国研)産業技術総合研究所

プロジェクトリーダー（PL）
(一財)電力中央研究所
牧野 尚夫

指示

協議

再委託

次世代ガス化システム技術開発 （2015～2017年度）



◆研究開発の実施体制（その２）
２．研究開発マネジメント （３）研究開発の実施体制の妥当性

NEDO

(一財)電力中央研究所
・3TPD炉ガス化試験
・水蒸気添加効果の検証
・炭種適合性評価ツール構築
・ガス精製システムの構築

三菱パワー㈱※

・ 諸検討結果の全体システム
への反映

委託 委託

三菱重工業㈱
・50TPD炉ガス化試験
・実スケールGT燃焼器の
性能解析

委託

九州大学 福岡大学 名古屋大学
・炭種適合性評価ツール構築 ・炭種適合性評価ツール構築 ・炭種適合性評価ツール構築
（タール改質挙動の解明、 （溶融スラグ排出性評価ツール （スート生成挙動の解明、
スラグ物性値予測式の高精度化） の改良） スート生成反応モデル構築）

愛媛大学 (国研)産業技術総合研究所 福岡女子大学
・炭種適合性評価ツール構築 ・水蒸気添加効果の検証 ・ガス精製システムの構築
（構造データの予測式への反映） （タール改質促進技術の開発） （炭素析出対策の検証）

プロジェクトリーダー（PL）
(一財)電力中央研究所
牧野 尚夫

指示

協議

24

再委託

CO2回収型次世代IGCC技術開発 （2018年度～2020年度）

※三菱日立ﾊﾟﾜｰｼｽﾃﾑｽﾞ㈱から
社名変更(2020年9月～)



２．研究開発マネジメント （４）研究開発の進捗管理の妥当性

◆研究開発の進捗管理

25

PMによる進捗管理
PLや実施者と密接に連携し、研究開発の進捗状況を把握し
た。また、従事日誌、月間工程表、執行管理表および適宜ヒ
アリング等により実施状況を確認し、目標達成の見通しを常
に把握することに努めた。

PLによる進捗管理
共同実施者間での打合せや再委託先との打合せを頻繁に行
うとともに、それに基づいた情報連絡会および再委託連絡会
を定期的に実施し、各研究開発項目の進捗状況、成果およ
び課題を把握し、プロジェクト計画や工程に反映させた。

PM及びPLによる開発技術の活用検討
本事業におけるO2/CO2吹きガス化技術等の成果を踏まえ、
産業用ガス化炉への新たな展開（ポリジェネレーションシステ
ム）を検討した。



◆動向・情勢の把握と対応

２．研究開発マネジメント （４）研究開発の進捗管理の妥当性
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情勢の変化

2018年7月に閣議決定された「エネルギー基本計画」の中で、石炭は安定供給性や
経済性に優れた重要なベースロード電源の燃料として再評価されている。
2019年6月に閣議決定された「パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略」の中で、
2050年までの温室効果ガスの80％排出削減の実現に向けて、石炭火力発電につい
ては商用化を前提に2030年までにCCSを導入することを検討することとしている。
2019年6月に経済産業省によって策定された「カーボンリサイクル技術ロードマップ」
の中で、CO2分離回収技術の低コスト化として、1,000円台／t-CO2を2030年のター
ゲットとしている。
2020年7月3日、梶山経済産業大臣は、非効率な石炭火力のフェードアウトや再エネ
の主力電源化を目指していく上で、より実効性のある新たな仕組み導入の検討を指
示した。
2020年7月9日、第47回経協インフラ戦略会議においては、相手国から要請があった
場合は、USC以上であって我が国の最先端技術を活用した環境性能がトップクラス
の石炭火力発電の導入を支援することとしている。

⇒本事業の早期実用化が引き続き重要である。

事業開始（2015年度）以降、下記のような情勢変化があり、本事業の早期実
用化が引き続き重要な状況にある。



◆中間評価結果への対応（その１）

指摘 対応

1

現在主な目標が送電端効率と
なっているが、ある程度の目途が
立った後は、連続運転等の信頼
性、設備コスト、炭種適合性など
を目標に加味することが望ましい。

設備コスト、炭種適合性についてはこれまでの試験にて検証中
である。複数炭種で試験を行い、検証結果を設計指針等に反
映させている。
連続運転の信頼性については、フルスペックの実証試験段階に
おいて検証を行う予定。

2

全体的に主要目的の実証試験を
実施するための設備改造計画が
中心となっており、定量的な目標
はあまり設定されていない。本格的
な実証試験が開始されれば、
種々のトラブルも想定されるので、
速やかに試運転から本格運転が
実施できる準備とモデル解析に必
要な条件設定や基礎的なラボ試
験による課題抽出に努力して頂き
たい。

定量的な目標値は送電端効率として設定しており、達成する
ための技術開発要素を明確に設定している。クローズドIGCC
は2017年度下期より50TPD炉を用いた試験を開始。これま
で、シミュレーションやラボ試験の成果を踏まえ、次年度の試験
条件等の検討を進めてきた。
事前に種々の予備検討を重ねた結果、試運転から本格運転
に速やかに移行し、所期の実証試験を実施することができた。
並行して基礎検討によるサポートの準備も進めてはいたが、特
にトラブルなく試験が遂行された。

下記は、主な指摘事項に対する対応。

２．研究開発マネジメント （４）研究開発の進捗管理の妥当性
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◆中間評価結果への対応（その２）

指摘 対応

3

次世代ガス化については情報発
信が少ないように思われる。
本技術の先進性・有効性について
社会的認知を得るとともに、市場
開拓に向けて積極的な情報発信
をすべきである。

・情報発信については、国内外の関連する技術会議を活用し
対外発表及び情報発信を積極的に行った。2019年度には、
日本機械学会 動力エネルギーシステム部門 優秀講演表彰
を受賞（電力中央研究所 梅津宏紀）。また、日本エネル
ギー学会 進捗賞（技術部門）を受賞（電力中央研究
所）した。
・本技術の先進性・有効性については、今後ユーザである電力
に情報提供していきたい。現在、メーカや電力中央研究所と研
究を進めているが、将来的には電力を取り込んで実用化を進め
たいと考えている。

４

CO2回収型クローズドIGCC技術
開発と次世代ガス化技術開発に
ついて、技術開発成果の相乗効
果及び効率化の観点から両プロ
ジェクトを統合するようコメントを受
けた。

2018年度から両プロジェクトを統合し、「CO2回収型次世代
IGCC技術開発」を実施。
両技術の相乗効果として、CO2回収型クローズドIGCCの目標
効率から更に0.5ポイント程度の向上の見通しを得ることを目
標に設定。

下記は、主な指摘事項に対する対応。

２．研究開発マネジメント （４）研究開発の進捗管理の妥当性
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２．研究開発マネジメント （５）知的財産権等に関する戦略の妥当性

◆知的財産権等に関する戦略

29

【基本戦略】
ノウハウとして保有する方が有利な技術は出願しない。
知財として確保する方が有利な技術については積極的に特許
として出願する。

CO2回収型クローズドIGCC

ガス化システムおよびガス化システムの運転方法、ガスター
ビン燃焼器および発電システムならびに不純物除去剤の再生
システム等のコア技術について権利化に積極的に取り組む。

次世代ガス化システム

冷ガス効率向上のための設計手法や条件設定手法はノウハ
ウとして保有する。ガス化炉構造の改良など設計に関わる技術
については権利化に積極的に取り組む。



２．研究開発マネジメント （５）知的財産権等に関する戦略の妥当性

◆知的財産管理

30

本プロジェクトにおいて発生する知的財産に関しては、以下の通り。

本プロジェクトで得られた知財については、関係各機関の知
財管理部門と連携し、特許管理、知財管理を進める。

「国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構
新エネルギー・産業技術業務方法書」第25条（委託の成果
に係る知的財産権の帰属）の規定等に基づき、原則として、
事業成果に関わる知的財産権は全て委託先に帰属させる。



◆研究開発項目毎の目標と達成状況（その１）

３．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

31

研究開発項目 最終目標 成果 達成度

①O2/CO2ガス化実証
と設計指針の確立

a) 50TPD炉ガス化試験
による検討

・50TPD炉を用いた炭種変化試
験を実施する。また、水蒸気添
加によるデータを取得する。
・取得データを解析してO2/CO2

吹きガス化炉設計指針をとりまと
める。

・O2/CO2ガス化試験を行い、石炭性状に応じてガス化炉酸素比等を調
整することで、複数の炭種に対しガス化特性（ガス組成、発熱量、スラグ
排出性）を評価した。また、水蒸気添加時のデータを取得した。
・50TPD炉にて取得したデータを基に、従来にないO2/CO2吹きガス化炉
設計指針をとりまとめる予定。

△
(2021年2月
達成予定)

b) 3TPD炉ガス化試験
による検討

・3TPD炉を用いたCO2濃度変化
試験を行う。
・水蒸気ガス化反応促進技術を
加えた相乗効果を確認する。

・3TPD炉でO2/CO2ガス化試験を行い、CO2濃度増加によりガス化反応
が促進されることを明らかにした。
・3TPD炉のO2/CO2ガス化試験で水蒸気を添加することにより、ガス化反
応が一層促進することを確認する予定。

△
(2020年12月
達成予定)

②水蒸気添加による
冷ガス効率向上効果
の検証

a) 3TPD炉およびリダク

タ炉による水蒸気添加
効果の検証

・3TPD炉による水蒸気添加ガス
化試験を行い、ガス化性能やス
ラグ排出性を評価する。
・0.1TPD規模のリダクタ炉を用い
た試験により、水蒸気添加ガス
化時のタール生成挙動を評価す
る。

・3TPD炉で複数炭種に対して水蒸気添加ガス化試験を行い、スラグの
安定排出性を確保しながら、冷ガス効率を向上できる条件を明らかにし
た。
・リダクタ炉を用いて水蒸気添加ガス化を想定した試験を行い、生成ガス
中タール濃度のガス化条件による違いを明らかとする予定。

△
(2021年2月
達成予定)

b) 数値解析による水蒸
気添加方法の適正化

・商用規模ガス化炉内数値解析
技術を整備し、商用機ガス化炉
における水蒸気添加方法の最適
化を検討し、実現可能な冷ガス
効率を見積もる。

・3TPD炉の三次元数値解析結果を前述②a)の水蒸気添加ガス化試験
結果と比較することにより、これまでに改良を進めてきたガス化炉内三
次元解析技術の妥当性を確認した。
・商用規模ガス化炉を対象とした三次元数値解析により、水蒸気混合状
況や生成ガス組成などを把握し、適切な水蒸気投入条件の設定により、
高い冷ガス効率が得られることを確認した。

○

c) 水蒸気添加噴流床

ガス化炉におけるター
ル改質促進技術の開
発

・残留タールの低減を図るため、
接触改質反応が効果的に進む
反応条件を基礎的な実験により
明らかにする。

・水蒸気やCO2 によるガス化条件、および複数の温度・圧力条件の反応
実験を行い、チャー(未燃炭素粒子)の存在により、重質タールと軽質
タールがともに低減することを明らかにし、この接触改質効果を予測する
ことが可能となった。

○

○達成、 △達成見込み、 ☓未達



◆研究開発項目毎の目標と達成状況（その２）
３．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

研究開発項目 最終目標 成果 達成度

③炭種適合性評価ツー
ルの構築

a) 数値解析によるガス化

炉内現象の解析精度向
上

・O2/CO2吹きガス化炉内数
値解析について、評価可能
な炭種を拡大する。
・O2/CO2ガス化と水蒸気添
加の組合せによる相乗効果
を検討可能な数値解析コード
を構築する。

・O2/CO2吹きガス化炉を想定した高温高圧下に適用可能なチャーガス化反
応速度データを拡充し、数値解析コードに組み込み、瀝青炭から褐炭におよ
ぶ9炭種について、ガス化炉内現象（組成、流速、温度の炉内分布等）を踏ま
えた炭種適合性評価を可能とした。
・O2/CO2ガス化と水蒸気添加の組合せによる相乗効果をガス化炉内数値解
析により確認する予定。

△
(2021年2月
達成予定)

b) 炭種によるスラグ排出
性評価ツールの構築

・スラグ排出性評価ツールの
解析精度向上を図るとともに、
物性予測式の予測精度向上
と適用炭種拡大を図る。

・組成調整した模擬スラグを含む高温溶融スラグの物性実測値を蓄積するこ
とにより、適用炭種拡大と予測精度向上を図った。一方で、灰の主要元素組
成から物性を予測する経験式を構築し、評価ツールに組込んだ。
・排出性が比較的近い複数スラグの評価を想定し、両者の違いを明示できる
手法を提案し、スラグ排出性評価ツールの解析精度向上を図った。

○

④乾式ガス精製システ
ムの構築

a) 50TPD炉ガス化ガスに
よる検討

・50TPD炉に乾式酸性ガス除
去装置を設置し、性能評価
試験を行う。

・50TPD炉に併設した乾式酸性ガス除去装置の長時間運転（最長67.5時間）
を実施し、実石炭ガス化ガスを用いた乾式ハロゲン化物除去プロセスおよび
乾式脱硫プロセスの性能を把握した。
・乾式脱硫プロセスのサイクル運転時の炭素析出に関し、ハニカム脱硫剤の
改良ならびにプラントでの対策として模擬燃焼排ガスを添加した場合の効果
を評価した。
・乾式酸性ガス除去装置を解体し、付着物等を調べて生成ガス中不純物に関
する知見を得る予定。

△
(2021年2月
達成予定)

b) 3TPD炉ガス化ガスおよ

び基礎試験装置による検
討

・3TPD炉において高圧脱硫

試験設備を用いた性能評価
試験を行う。

・高CO濃度条件乾式ガス精製評価装置による石炭ガス化模擬ガス試験や
3TPD炉抽気ガス試験から、乾式ハロゲン化物除去および乾式脱硫の両プロ
セスの基本性能を把握した。
・プロセスの信頼性の視点から、サイクル数が増加した場合の硫黄収支や、
高い圧力条件での炭素析出抑制効果などを評価した。
・脱硫サイクル運転時の再生条件変化に伴う硫黄収支などを調べ、乾式酸性
ガス除去プロセスの性能データを拡充する予定。

△
(2021年2月
達成予定)

c) 炭素析出対策の検証
・構築した炭素析出対策につ
いて、速度論的な視点からの
効果検証を行う。

・速度論的な観点から、炭素の析出機構について考察し、鉄の還元によって
促進される炭素析出に対して、本システムに組込んだ対策が有効に機能する
要因を明らかにした。

○

32○達成、 △達成見込み、 ☓未達



◆研究開発項目毎の目標と達成状況（その３）
３．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

研究開発項目 最終目標 成果 達成度

⑤システム全体検討

a)単一バーナ基礎燃焼試
験による課題の抽出

・炭種やガス化条件の変化を
想定した排気循環燃焼試験
データを取得し、本システム
の課題抽出に資する。

・実機ガス化炉の炭種変化などを想定して燃料ガス組成を変えた排気循
環燃焼試験を行い、燃料中NH3から生成するNOxの濃度の排気循環によ
る影響を予測可能とした。さらに、既存脱硝装置の適用によって回収CO2

の一般的な仕様基準を満たすことを明らかとした。
・燃料ガス組成を変える燃焼試験を行い、循環ガス中CO濃度が回収CO2

の仕様基準を満たす当量比を把握し、実機で仕様を満たせることを明らか
とした。
・水蒸気投入を想定した試験データを拡充し、課題抽出に資する予定。

△
(2021年2月
達成予定)

b) 実スケールGT燃焼器
の性能解析

・1/3スケールモデルでの基
礎燃焼試験結果とCFD解析
により実機スケール燃焼器
の性能を評価する。

・ＣFD解析技術を200MW規模の実スケール燃焼器へのスケールアップ性
能解析へと展開し、炭種を変化させた際の燃焼器出口のガス温度分布、
ガス組成、燃焼器メタル温度を予測し、燃料の噴射角度やスワラの旋回角
度、耐熱コーティング(TBC)などの対策により開発目標を満足することを確
認した。
・炭種変化において、燃焼器出口CO濃度の低減が可能な最適形状を決
定し、設計指針に反映する予定。

△
(2021年2月
達成予定)

c) 諸検討結果の全体シス
テムへの反映

・送電端効率42％HHVを達成
可能なシステムを構築する。
・システムにおける不純物低
減対策技術の検討を実施す
る。

・各要素機器の設定条件の妥当性を確認して「現状技術で実現可能なシ
ステム」を構築した。さらに、後述⑤d)において、詳細に送電端効率を検討
する「開発要素を含むシステム」の成立性についての評価を行った。
・システムにおける不純物低減対策技術に関する情報を収集し、本システ
ムの構成検討に反映する予定。

△
(2021年2月
達成予定)

d) クローズドIGCCの性能
および発電コスト試算

・クローズドIGCCシステムに

水蒸気添加ガス化促進技術
を適用した際の効率向上効
果（0.5%程度）を確認する。

・前述③a)によるガス化炉内三次元数値解析結果や前述⑤c)などの成果
を反映し、2030年代の商用化を想定した「開発要素を含むシステム」を対
象に、送電端効率が目標の42%HHVを上回ることを確認し、その発電コスト
を評価した。
・水蒸気添加ガス化技術を適用した際の効率向上効果を確認する予定。

△
(2021年2月
達成予定)

e) 次世代ガス化システム
のシステム検討

・商用規模水蒸気添加IGCC
システムの送電端効率を試
算するとともに、発電コストを
評価する。

・水蒸気添加ガス化IGCCを対象に、前述②b)のガス化炉内三次元数値解
析結果などを反映した効率解析を行い、水蒸気添加により効率が向上す
る見通しを得た。また、熱効率の向上が発電コストに及ぼす影響を評価し
た。

○

33○達成、 △達成見込み、 ☓未達



３．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

◆プロジェクトとしての達成状況と成果の意義

34

目標の達成状況（2020年度）
CO2回収型クローズドIGCCについては、O2/CO2ガス化実証と設計
指針の確立、乾式ガス精製システムの構築等を実施し、諸検討結
果による全体システムの最適化を行い、送電端効率42%を達成す
る見通しを得た。
次世代ガス化システムについては、水蒸気添加ガス化試験及び各
種検討結果により、既存のIGCC（1500℃級GTで送電端効率
46～48％）を凌駕する高効率石炭ガス化発電システムの見通し
を得た。
クローズドIGCCに水蒸気添加ガス化を組合せた際の相乗効果を明
らかにするため、その送電端効率の評価を進めている。



◆各個別テーマの成果と意義（その１）
３．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

35

① O2/CO2ガス化実証と設計指針の確立

従来にないO2/CO2ガス化の成立性を実証するため、石炭ガス化試験を実施した。
50TPD炉（石炭処理量50トン/日規模のガス化炉）では、CO2による石炭搬送性を検

証後、炭種変化がガス化反応性などに及ぼす影響を把握するため、燃料比が異なる
石炭4種を供試し、石炭性状が変化してもガス化炉酸素比を調整することで安定したガ
ス化性能が得られることを確認し、商用規模ガス化炉の設計指針を確立できる見込み。

50TPD炉試験設備

性能予測値

冷
ガ

ス
効

率
（
－

）

第二炭種

第一炭種

第三炭種

第四炭種

酸素比（－）

炭種変化時のO2/CO2ガス化性能
スラグ排出状況

(第一炭種)



３．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

36

② 水蒸気添加による冷ガス効率向上効果の検証

3TPD炉（石炭処理量3トン/日規模のガス化炉）を用いて、ガス化炉へ水蒸気を添加する
ことによるガス化反応促進効果を検証した。さらに、この試験結果で妥当性を確認したガス
化炉内三次元数値解析技術を用いて、商用規模ガス化炉の炉内現象（組成、流速、温度
の炉内分布）を予測し、水蒸気添加により高い冷ガス効率が得られることを明らかとした。

3TPD炉の概略系統図
（過熱水蒸気の供給設備を導入）

(1)S/C=0 (2)S/C=0.2
水蒸気添加によるガス化炉内温度分布変化(例)

（S/C＝投入蒸気量÷投入石炭量）

2500℃

500℃

◆各個別テーマの成果と意義（その２）



３．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

37

③ 炭種適合性評価ツールの構築

粉体フィーダー

Ar

H2ON2
Ar
O2
CO2
CO
H2
Air

円
筒

濾
紙

サ
ン

プ
リ

ン
グ

プ
ロ

ー
ブ

ガス分析装置

12
00

 m
m

除害設備

N2

∆P

Ar

ノズル

基礎実験設備
（Drop Tube Furnace）

(1)ガス温度分布 (2)CO濃度分布
炭種によるガス化炉内現象の違い（例）

瀝青炭から褐炭までの幅広い性状の9炭種（前フェイズを含む）を対象に、基礎実験設備を
用いて、O2/CO2吹きガス化炉を想定した高温高圧下に適用可能なチャーガス化反応モデル
を作成し、ガス化炉内三次元数値解析技術による炭種適合性評価を可能とした。様々な炭
種に対し、商用規模ガス化炉の適正な運転条件での解析を行い、その性能を明らかにした。

◆各個別テーマの成果と意義（その３）



３．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

38

④ 乾式ガス精製システムの構築

50TPD炉用の
乾式ガス精製試験設備の配置図

50TPD炉抽気ガスによる乾式脱硫試験結果乾式ガス精製試験設備*のコンセプト
（＊：ハロゲン化物除去と固定床3塔方式乾式脱硫プロセス）

乾式ガス精製システムは、高温で硫黄化合物やハロゲン化
物を除去できるため、クローズドIGCCの送電端効率向上に貢
献するものと期待される。50TPD炉に、実機を想定した乾式ガ
ス精製試験設備を設置し、脱硫・再生・還元の工程を繰り返し
ながら連続約68時間の石炭ガス化実ガス精製試験を行い、乾
式ガス精製システムとしての性能や操作性を検証した。これに
より、大型化に向けた設計データを取得できた。

◆各個別テーマの成果と意義（その４）



３．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

39

⑤ システム全体検討

クローズドIGCCシステムを構成する各機器の設定条件（温度、圧力な
ど）の妥当性を確認し、その結果を基に、各種発電所で適用実績の豊富
な熱効率解析プログラム (EnergyWin®)と、本プロジェクトで改良したガス
化炉内三次元数値解析技術を連携し、クローズドIGCCの送電端効率が
目標である４２％（高位発熱量基準）を上回る見通しを得た。
従来のIGCCに水蒸気添加ガス化を組合わせた次世代ガス化システムを
対象に、ガス化炉内三次元数値解析結果を用いてプラント性能を評価し、
水蒸気添加ガス化の適用により、従来のIGCCよりも送電端効率が高位
発熱量基準で２ポイント程度上昇する見通しを得た。
クローズドIGCCに水蒸気添加ガス化を組合せた際の相乗効果を明らか
にするため、その送電端効率の評価を進めている。

◆各個別テーマの成果と意義（その５）



◆成果の普及（その１）

※2020年8月末現在

３．研究開発成果 （2）成果の普及

40

研究成果の発信

2015
年度

2016
年度

2017
年度

2018
年度

2019
年度

2020
年度

計

論文 4 5 5 3 5 1 23

研究発表・講演 16 14 18 27 20 2 97

受賞実績 3 2 0 0 2 0 7



３．研究開発成果 （2）成果の普及

41

2019年度 日本エネルギー学会 進歩賞（技術部門）

「高効率・低環境負荷IGCC 用乾式ガス精製システムの開発」

電力中央研究所

◆成果の普及（その２）

主な受賞実績

2019年度 日本機械学会 動力ｴﾈﾙｷﾞｰｼｽﾃﾑ部門 優秀講演表彰

「3t/日石炭ガス化研究炉を対象とした数値解析－水蒸気添加

ガス化の特性評価－」

梅津宏紀(電中研) 



※2020年8月末現在

３．研究開発成果 （3）知的財産権等の確保に向けた取組

◆知的財産権の確保に向けた取組

42

主な出願特許

出願特許の状況

2015
年度

2016
年度

2017
年度

2018
年度

2019
年度

2020
年度

計

特許出願
（うち外国出願）

1 1 4 4 0 0 10

出願者 出願番号
国内
外国
PCT

出願日 状態 名称 発明者

一般財団法人
電力中央研究
所

特願2019-030900 国内 2019/2/22 出願

不純物除去装置、
乾式ガス精製設
備及び石炭ガス
化複合発電設備

小林 誠
中嶋 朗

三菱重工業株
式会社

特願2019-068331 国内 2019/3/29 出願

燃焼器、燃焼器
システム、及び
ガスタービンシス
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中尾 光宏



４．成果の実用化に向けた取組及び見通し

◆本プロジェクトにおける「実用化」の考え方
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CO2回収型次世代IGCCシステムに必要な、O2/CO2ガス化、
水蒸気添加ガス化、乾式ガス精製等に関する要素技術を確立
し、それらが石炭ガス化一貫システムや従来型IGCCに活用で
きること。



４．成果の実用化に向けた取組及び見通し （１）成果の実用化に向けた戦略

◆実用化に向けた戦略（その１）
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【フェイズ２】 O2/CO2ガス化、水蒸気添加ガス化、乾式ガス精製等の成果は、産業用ガス化炉や

ポリジェネレーションシステムとして展開することで、早期の実用化が期待できる。

【フェイズ３】 数百TPD石炭ガス化一貫システムによる検証試験後に、乾式ガス精製の従来型IGCC

への適用を目指す。

【フェイズ４】 2000TPD級の実証機の商用転用を機に、CO2回収型次世代IGCCの大型商用機の

導入を目指す。

水蒸気
添加ｶﾞｽ化

現在 ▲



４．成果の実用化に向けた取組及び見通し （２）成果の実用化に向けた具体的取組

◆実用化に向けた具体的取組
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水蒸気添加ガス化技術については、大型炉で実績を作り、商用規模の各種IGCCへ
の適用を目指す。

乾式ガス精製技術については、大型化と実証を進めることで、2030年代の商用規模
IGCCへ適用する。
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本事業で開発したガス化炉は、合成ガスにN2がほとんど混入しないため、産業用ガス化炉
としても高性能と期待される。

また、化学合成に適したH2 /CO比率のガスが得られるとともに、その比率を調整できる見
込みがあることから、化学合成プラントへの展開も期待できる。更に、発電と化学品を併産
することで、実質的なCO2分離・回収コストを低減し、再エネ導入等に伴う需給調整にも寄与
できる、ポリジェネレーションシステムへの展開が期待できる。

産業用ガス化炉への新たな展開

◆実用化に向けた具体的取組

４．成果の実用化に向けた取組及び見通し （２）成果の実用化に向けた具体的取組

ポリジェネレーションシステムの例



４．成果の実用化に向けた取組及び見通し （３）成果の実用化の見通し

◆成果の実用化の見通し
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市場ニーズ
・石炭は、新興国を中心に今後も需要が伸びるものとみられているが、その一方で、地球温暖化対策
の観点から、CO2排出量大幅削減に向けたCCUSの導入が求められつつある。

・開発したCO2回収型次世代IGCC技術の採用により、 CO2回収に伴う効率低下の低減、燃料費増加
の回避に期待できる。

・本技術の海外展開により、二国間協定を通じて、我が国のCO2排出量削減分としてカウントできるため、
環境面で貢献できる。

競合技術に対する優位性
・燃焼前回収技術については、CO2回収後で40%HHVを目指す技術開発が進められているが、CO2回収後
に42%HHVを上回る高い効率が期待される実用的なシステムは他にみられない。

・米国Net Power社、8-Rivers社などがAllam Cycle（超臨界CO2酸素燃焼IGCC）の開発を進めているが、
30MPaに及ぶ高圧システムの耐久性や同時脱硫・脱硝システムの性能など、検証すべき課題がある。

・従来型IGCCについては、さらに効率が高い水蒸気添加ガス化技術を採用すれば、燃料費を一層低減
できるとともに、CO2排出量の削減効果も大きい。

技術確立の見通し
・数百TPD石炭ガス化一貫システムによる検証試験を経て、2020年代後半に2000TPD級の実証機を
建設し、 当該実証機の商用転用を機に大型商用機の導入が可能になると考える。
・これに加え、本プロジェクト終了時点で、窒素をほとんど含まない産業用ガス化技術の商用化が、
また次フェイズ終了後に、従来型IGCCにも適用できる乾式ガス精製技術の商用化が可能となる。



◆波及効果

４．成果の実用化に向けた取組及び見通し （３）成果の実用化の見通し
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新規雇用の創出
・国内の老朽発電所について、2040～2060年の間に約5GW（40万kW級×12基）が

CO2回収型次世代IGCCにリプレースされると推察され、1基のリプレース工事(4年間)で
約1千人の新規雇用が創出されると考えると、延べ約1.2万人の新規雇用が期待される。

水蒸気添加ガス化技術、乾式ガス精製技術の実用化促進
・水蒸気添加ガス化技術、乾式ガス精製技術は、CO2を回収しない従来型IGCCの効率向上にも

貢献できるため、従来型IGCCの一層の効率向上が期待される。

EORへの新規海外展開
・海外ではEOR （Enhanced Oil Recovery：原油増進回収法）向けに、CO2が20ドル/t-CO2程度で

取引されている。CO2回収型次世代IGCCのCO2分離・回収コストは1,000円台/t-CO2が見込める
ため、EOR向けに展開することも期待できる。

国内科学技術の発展
・本プロジェクトは、一部の技術開発において、再委託による大学研究者からの支援により、

開発を加速化している。こうした連携により、石炭科学関連、化学工学関連、CFD技術関連の
国内基盤技術発展を通じて、日本の研究力向上に貢献している。


